
議案第７９号 

 

 

   小金井市市税条例の一部を改正する条例 

 

 

 小金井市市税条例の一部を別紙のように改正する。 
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 （提案理由） 

 地方税法及び国有資産等所在市町村交付金法の一部を改正する法律等の公布、施行

に伴い、本条例の一部を改正する必要があるため、本案を提出するものであります。 



小金井市市税条例の一部を改正する条例 

 

小金井市市税条例（平成２０年条例第２６号）の一部を次のように改正する。 

 

第２９条第１項ただし書中「、寡婦（寡夫）控除額」を削る。 

付則第１８条の次に次の１条を加える。 

（法附則第１５条第２項第６号の条例で定める割合） 

第１８条の２ 法附則第１５条第２項第６号に規定する市町村の条例で定める割合は

４分の３とする。 

 

   付 則 

（施行期日） 

第１条 この条例は、平成２５年１月１日から施行する。ただし、第２９条第１項た

だし書の改正規定及び次条の規定は、平成２６年１月１日から施行する。 

（市民税に関する経過措置） 

第２条 改正後の小金井市市税条例（以下「新条例」という。）第２９条第１項の規

定は、平成２６年度以後の年度分の個人の市民税について適用し、平成２５年度分

までの個人の市民税については、なお従前の例による。 

（固定資産税に関する経過措置） 

第３条 新条例付則第１８条の２の規定は、平成２４年４月１日以後に取得された地

方税法及び国有資産等所在市町村交付金法の一部を改正する法律（平成２４年法律

第１７号）第１条の規定による改正後の地方税法附則第１５条第２項第６号に規定

する除害施設に対して課すべき平成２５年度以後の年度分の固定資産税について適

用する。 

 

 



議案第７９号資料１ 

 

   小金井市市税条例の一部を改正する条例要綱 

 

１ 趣旨 

  地方税法及び国有資産等所在市町村交付金法の一部を改正する法律等の公布、施

行に伴い、本条例の一部について所要の改正を行うものである（以下「法」とは

地方税法を、「条例」とはこの改正を含む小金井市市税条例をいう。）。 

 

２ 改正内容 

 ⑴ 公的年金等に係る所得以外の所得を有しなかった者が寡婦（寡夫）控除を受け

ようとする場合の申告書の提出を不要とする（個人市民税関係。法第３１７条の

２、条例第２９条）。 

 ⑵ 公共下水道に係る公共の危害防止のために設置した除害施設に対し、適用する

課税標準額の特例の割合を４分の３と定める（固定資産税関係。法附則第１５条、

条例付則第１８条の２）。 

 

３ 施行期日 

  この条例は、平成２５年１月１日から施行する。ただし、第２９条第１項ただし

書の改正規定及び４⑴の規定は、平成２６年１月１日から施行する（付則第１

条）。 

 

４ 経過措置 

 ⑴ 市民税に関する経過措置 

   改正後の小金井市市税条例（以下「新条例」という。）第２９条第１項の規定

は、平成２６年度以後の年度分の個人の市民税について適用し、平成２５年度分

までの個人の市民税については、なお従前の例による（付則第２条）。 

⑵ 固定資産税に関する経過措置 

   新条例付則第１８条の２の規定は、平成２４年４月１日以後に取得された地方

税法及び国有資産等所在市町村交付金法の一部を改正する法律（平成２４年法律

第１７号）第１条の規定による改正後の地方税法附則第１５条第２項第６号に規

定する除害施設に対して課すべき平成２５年度以後の年度分の固定資産税につい



て適用する（付則第３条）。 
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議案第７９号資料２ 

小金井市市税条例の一部を改正する条例新旧対照表 

改 正 条 例 現 行 条 例 備 考 

（市民税の申告） （市民税の申告）  

第２９条 第１３条第１項第１号の者は、３月１５日までに、施行

規則第５号の４様式（別表）による申告書を市長に提出しなけれ

ばならない。ただし、法第３１７条の６第１項又は第４項の規定

によって給与支払報告書又は公的年金等支払報告書を提出する義

務がある者から１月１日現在において給与又は公的年金等の支払

を受けている者で前年中において給与所得以外の所得又は公的年

金等に係る所得以外の所得を有しなかったもの（公的年金等に係

る所得以外の所得を有しなかった者で社会保険料控除額（令第４

８条の９の７に規定するものを除く。）、小規模企業共済等掛金

控除額、生命保険料控除額、地震保険料控除額、勤労学生控除額、

配偶者特別控除額もしくは法第３１４条の２第５項に規定する扶

養控除額の控除又はこれらと併せて雑損控除額もしくは医療費控

除額の控除、法第３１３条第８項に規定する純損失の金額の控除、

同条第９項に規定する純損失もしくは雑損失の金額の控除もしく

は第２４条の規定によって控除すべき金額（以下この条において

「寄附金税額控除額」という。）の控除を受けようとするものを

除く。以下この条において「給与所得等以外の所得を有しなかっ

た者」という。）及び第１４条第２項に規定する者（施行規則第

２条の２第１項の表の上欄の(二)に掲げる者を除く。）について

は、この限りでない。 

第２９条 第１３条第１項第１号の者は、３月１５日までに、施行

規則第５号の４様式（別表）による申告書を市長に提出しなけれ

ばならない。ただし、法第３１７条の６第１項又は第４項の規定

によって給与支払報告書又は公的年金等支払報告書を提出する義

務がある者から１月１日現在において給与又は公的年金等の支払

を受けている者で前年中において給与所得以外の所得又は公的年

金等に係る所得以外の所得を有しなかったもの（公的年金等に係

る所得以外の所得を有しなかった者で社会保険料控除額（令第４

８条の９の７に規定するものを除く。）、小規模企業共済等掛金

控除額、生命保険料控除額、地震保険料控除額、寡婦（寡夫）控

除額、勤労学生控除額、配偶者特別控除額もしくは法第３１４条

の２第５項に規定する扶養控除額の控除又はこれらと併せて雑損

控除額もしくは医療費控除額の控除、法第３１３条第８項に規定

する純損失の金額の控除、同条第９項に規定する純損失もしくは

雑損失の金額の控除もしくは第２４条の規定によって控除すべき

金額（以下この条において「寄附金税額控除額」という。）の控

除を受けようとするものを除く。以下この条において「給与所得

等以外の所得を有しなかった者」という。）及び第１４条第２項

に規定する者（施行規則第２条の２第１項の表の上欄の(二)に掲

げる者を除く。）については、この限りでない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

年金所得者の申告手

続の簡素化に伴う規

定の整備 

 

２  ２   

～   省略 ～   省略  

７  ７   

付 則   

（法附則第１５条第２項第６号の条例で定める割合）   

第１８条の２ 法附則第１５条第２項第６号に規定する市町村の条

例で定める割合は４分の３とする。 

 下水道除害施設に係

る特例割合の設定 

   

付 則   

 （施行期日）   

第１条 この条例は、平成２５年１月１日から施行する。ただし、   
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第２９条第１項ただし書の改正規定及び次条の規定は、平成２６

年１月１日から施行する。 

（市民税に関する経過措置）   

第２条 改正後の小金井市市税条例（以下「新条例」という。）第

２９条第１項の規定は、平成２６年度以後の年度分の個人の市民

税について適用し、平成２５年度分までの個人の市民税について

は、なお従前の例による。 

  

（固定資産税に関する経過措置）   

第３条 新条例付則第１８条の２の規定は、平成２４年４月１日以

後に取得された地方税法及び国有資産等所在市町村交付金法の一

部を改正する法律（平成２４年法律第１７号）第１条の規定によ

る改正後の地方税法附則第１５条第２項第６号に規定する除害施

設に対して課すべき平成２５年度以後の年度分の固定資産税につ

いて適用する。 

  

   

 

 





議案第７９号資料４ 

 

出典：平成２４年４月１日付け総務省自治税務局固定資産税課事務連絡 


